
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

茨城県　笠間市

【事業概要】

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m3/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m3)

法適用 工業用水道事業 1,500 極小規模 1 369 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m3/日) 管理者の情報 －

- 99.4 3 1,150 非設置 【】

H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02

当該値 120.29 112.99 110.57 110.45 118.34 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 当該値 11,179.58 12,050.75 10,681.45 13,231.76 11,156.09 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 120.00 113.67 110.79 108.76 110.19 平均値 115.82 118.97 121.15 125.80 132.55 平均値 549.77 730.25 868.31 732.52 819.73 平均値 536.28 514.66 504.81 498.01 490.39

H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02

当該値 118.99 112.09 109.82 110.10 117.41 当該値 53.69 57.00 58.39 58.24 54.52 当該値 20.07 25.20 30.00 26.80 24.60 当該値 76.67 76.67 76.67 76.67 76.67

平均値 100.54 95.99 94.91 90.22 90.80 平均値 42.19 44.55 47.36 49.94 50.56 平均値 35.54 35.24 35.22 34.92 34.19 平均値 50.81 50.28 51.42 50.90 49.05

H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02 H28 H29 H30 R01 R02

当該値 66.25 67.82 69.39 66.96 67.42 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 53.32 53.40 53.49 54.30 55.32 平均値 3.56 3.46 3.28 4.66 7.35 平均値 0.06 0.13 0.02 0.06 0.09

経営比較分析表／団体全体（令和2年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

全体総括

①経常収支比率は，100%以上を保っており健全で
ある。今年度は経常費用が減少したことにより，
数値が増加した。今後は，老朽化してくる施設の
修繕等で経常費用が増加する可能性があるため，
計画的に修繕を行っていくことで，費用を平準化
していくことが必要となる。
③流動比率は，類似団体と比較しても高く，短期
債務に対する十分な支払能力がある。
⑤料金回収率は，100%以上となっており，給水収
益で必要な経費を賄えている状況になっている。
今後も100%以上を維持するために，経常費用の削
減に努める。
⑥給水原価は，対前年度比ではほぼ同水準である
が長期的には上昇傾向にある。また，類似団体と
比較しても高いため，修繕費等維持管理にかかる
費用の適正化に努める。
⑦施設利用率は，類似団体と比較すると低いた
め，施設の更新の際には，最大稼働率や負荷率等
も含めて適正な規模となるように検討する。
⑧契約率は，類似団体と比較しても高くなってい
るが、今後は給水先事業者に契約水量の増加を働
きかけて、契約率を増加させるよう努める。

①有形固定資産減価償却率は，類似団体と比較し
ても高い数値となっており，また更新を迎える施
設や設備が多くなっていることから，アセットマ
ネジメントの手法を取り入れる等計画的に更新を
進める必要性がある。
②管路経年化率は，現在では法定耐用年数を迎え
ている管路がないため，0.00%となっているが，将
来的には更新の必要性があるので，管路以外の施
設も含め計画的に更新を進めることにより，費用
を平準化し安定した経営に努める。

　経常収支比率や，料金回収率は100%以上になっ
ており，流動比率も高いことから現状では安定し
た経営ができている。
　さらに安定した経営ができるよう，費用の削減
に努めるとともに，給水先事業者に契約水量を増
加するよう働きかけを行う。
　今後は施設や管路が法定耐用年数を迎えること
により，多くの更新費用が必要となってくるた
め，アセットマネジメントの手法を取り入れ，老
朽化の度合い等により，優先順位を検討すること
により，年度ごとの費用が偏らないよう更新の計
画を行う。
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①有形固定資産減価償却率(％)
【59.52】
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②管路経年化率(％)
【49.06】
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③管路更新率(％)
【0.39】
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③流動比率(％)
【436.32】
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④企業債残高対給水収益比率(％)
【238.21】
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⑤料金回収率(％)
【113.30】
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⑥給水原価(円)
【18.87】
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⑦施設利用率(％)
【53.39】
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⑧契約率(％)
【76.89】
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②累積欠損金比率(％)
【19.58】
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①経常収支比率(％)
【118.49】
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